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災害公営住宅を核とした集落再編の可能性に関する考察 

―  南志見地区における「人が集まる集落」の復興過程を通じて ―  
Study on the Potential for Village Reorganization Centered on Disaster Public Housing 
—  The Recovery Process of  a “Village that Attracts People” in the Najimi District  — 

 
〇 山 﨑  真 美 子 *， 斎 尾  直 子 *， 鈴 木  孝 男 * *， 柴 田  祐 * * *， 広 田  純 一 * * * *  

M a m i k o  YA M A Z A K I ,  N a o k o  S A I O ,  Ta k a o  S U Z U K I ,  Yu  S H I B ATA ,  a n d  J u n i c h i  H I R O TA  
 

1.  はじめに  
令和 6 年能登半島地震後，南志見地区では仮設団地の建設および災害公営

住宅の計画を契機に，里町を中心に人が戻りつつある。これは単なる住宅再

建にとどまらず，分散していた集落構造の再編と地域コミュニティの再構築

を伴う現象である。既往研究では，災害公営住宅への集住が自動的に地域再

生につながらないことが指摘されており 2 )，東日本大震災や熊本地震では，

入居後に住民交流を新たに形成する必要が生じる等，コミュニティ形成には

時間と媒介が必要であることが明らかにされている。  
以上を踏まえ，本研究では，南志見地区に生じる「人々が集まる集落」の

構造と形成条件を考察していく。なお，著者らが参画している地域外主体「な

じラボ」は，農村計画学会・災害対応委員会メンバーを中心とした当該，南

志見地区の復興伴走支援組織であり，これまで区長会を介して現況把握等に

関与しており，その一部を報告する。  
 

2.  研究対象  
南志見地区では震災以前から，農業，棚田保全，加工・販売，伝統芸能等，

生業・文化に根差した実践が展開されてきた。震災後もこれらの活動は継続

され，また復興を機に新しい活動も生まれ，復興過程への関与を通じて役割

を拡張している。これらの活動やその組織は，地域を成立させてきた実践の

継続・発展である点が重要であるということができる。  
本研究では，これらの実践が人の関係性をいかに再編し，新たに集まって

住むコミュニティを支える基盤となるかについて着目している。  
 
3.  「人々が集まる集落」という現象  

南志見地区の各集落では，仮設住宅および災害公営住宅の立地を契機に，

周辺集落からの移転や通いを含む形で集住が進行している。本研究ではこれ

を震災からの復旧を超え，生業・文化に根差した地域実践を媒介として関係

が再編される重要な機会と捉え，「人々が（再び）集まる集落」と位置づける。  
すなわち，避難期間の居住の変化と社会関係の再編を，実践を通じて相互

に結びつきながら進行する過程である。  
 

4.  南志見地区における新たな拠点形成  
震災以前，南志見地区では各集落が固有の生業・文化・社会関係を基盤に

成立していたが，震災後は居住の分散が進み，仮設住宅および災害公営住宅
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の整備拠点が決定しつつあることで，人と機能の集約が進むことが想定され

ている。現時点で拠点となりつつある里町集落は営農，加工・販売，交流，

相談等，複数の地域実践が重層的に展開されてきた集落であり，その蓄積が

災害公営住宅整備と結びつくことで，周辺からの流入を受け止める場となる

可能性が高い。なお，このことは 2026 年 5 月の状況であり，実際にどの程度

の戸数が集積するかは注意深くみていく必要がある。  
 
5.  地域実践と復興プロセス  

南志見地区の事例は，復興支援メニューとしての集住が自動的に地域再生

をもたらすのではなく，生業・文化に基づく地域実践を媒介として集落再編

が具体化することを示している。また復興過程には，①地域実践が先行し制

度や計画がそれを追認する関係，②将来ビジョンの策定と実践との時間的・

段階的なずれ，③迅速な住宅整備の必要性と時間を要する合意形成との緊張

関係，④震災前までの集落コミュニティ相互の関係性と新たなコミュニティ

構築の関係，といった構造的特徴がみられる。  
以上を踏まえ，将来像を固定的に提示するのではなく，地域実践と公的計

画を往還的に接続する視点が重要となる。  
 
6.  おわりに  

本研究は，南志見地区における復興過程を対象に，「人々が（再び）集まる

集落」の成立条件を整理している。その結果，地域実践の蓄積が集住の受け

皿となり，制度と実践の重なりにより中心集落が新たに形成されるとともに，

両者の間には時間的なずれが存在すること等が考察される。  
今後は，この関係を前提として，合意形成とスピードのジレンマを調整す

る仕組みとともに，外部支援のあり方についても検討していく予定である。  
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令和 6 年能登半島地震における 

被災集落の現状とコミュニティの持続に向けた課題 

Current Status of Disaster-Affected Villages and Challenges 

for Community Sustainability in the 2024 Noto Peninsula Earthquake 

 

○山道 未貴＊ 柴田 祐 ** 広田 純一 *** 

Miki YAMAMICHI Yu SHIBATA Junichi HIROTA 

 

1.はじめに 

能登半島地震および奥能登豪雨の被災地である南志見地区は，石川県輪島市の北東

部に位置し，13 集落からなる。このうち 2 集落は災害前から無住化している。2025 年

6～10 月に実施した住民懇談会での聞き取り調査では，災害前は 285 世帯が居住して

いたが，同年 12 月時点では，約 170 世帯まで減少している。特に，居住者がゼロとな

っている集落では，インフラの復旧の遅れが深刻である。東山では，2025 年 5 月に長

期避難世帯に認定され，地域へのアクセス道路が全て不通となっており，また，渋田で

も市道の崩落や県道の不通に加え，水道復旧の遅れがみられる。 

 

2.住宅再建にみる集落に住み続けることへの課題 

南志見地区では，多くの宅地が土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）および警戒区

域（イエローゾーン）に指定され，安全な居住エリアが限定されている。このため，集

落内に住まいを確保する場合，「自力再建」または「災害公営住宅」の選択となるが，

それぞれに課題が存在し，居住継続のハードルとなっている。 

自力再建については，第 1 に，レッドゾーンでの再建には RC 造による補強が求めら

れ，建設コストが大幅に増加する。第 2 に，レッドゾーンを避けても安全な宅地は限

られており，従前よりも住宅規模が縮小する可能性がある。第 3 に，自宅跡地がレッ

ドゾーンに位置し現地再建が困難な場

合でも，集落内での再建を望む住民は，

隣地や知人の所有地を個別に交渉し，

代替用地の確保を模索している。 

一方で，災害公営住宅についても，

第 1 に，輪島市独自の制度である「コ

ミュニティ持続型復興住宅」を集落内

に希望する場合，レッドゾーンやイエ

ローゾーンでの整備が難しく，建設可

能地の確保が困難である。第 2 に，仮

＊熊本県立大学共創の流域治水研究室 Laboratory for Watershed Disaster Resilience, Prefectural 

University of Kumamoto 
＊＊熊本県立大学環境共生学部 Faculty of Environmental & Symbiotic Sciences, Prefectural 

University of Kumamoto 
＊＊＊ＮＰＯ法人いわて地域づくり支援センター Iwate Community Support Center 

キーワード：能登半島地震，集落維持，住宅再建，地域コミュニティ，伴走支援 

図１ 集落内における自力再建のパターン 
Fig１ Patterns of self-housing 

reconstruction within the village 
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設住宅が立地する里において，仮設住宅を改修し災害公営住宅へ転用することで集約

化が進み，拠点性は高まるものの，各集落の人口規模はさらに縮小する可能性がある。 

集落内における住まいの確保は，災害危険区域により建設可能地が限られるなかで

の調整を余儀なくされており，集落に住み続けたい，あるいは現地での再建を望む住

民にとっても，その実現が困難な状況にある。 

加えて，住宅再建は本来，個々の世帯の判断に委ねられるものであるが，「自分だけ

再建しても，周りに誰もいなければしょうがない」といった声もあり，近隣住民の再建

意向が把握できないことも不安要因となっている。集落外への転出などによりコミュ

ニティが分散し，住民同士のコミュニケーションが減少していることも意思決定を困

難にしている。 

 

3.農と集落行事にみるコミュニティの持続に向けた兆し 

災害により農地は，水路の損壊や土砂流入などの被害を受け，作付けが困難な集落

も多く，風景としての農業はいまだ十分に回復していない。一方で，里や白米など一部

の集落では，限定的ながら営農再開の動きもみられる。また，仮設住宅で生活している

住民や，集落外で自宅を再建した住民の中には，日常的に元の集落へ通い，農作業を続

ける事例がみられ，農作業が心の安定や生活リズムの維持に寄与している様子がうか

がえる。生業としての農業にとどまらず，生活や郷土へのつながりを維持する営みと

して「農」が機能しているといえる。 

集落行事は，震災後，神社の被災や住民の減少などにより再開が困難な状況にある

ものの，祭りの再開を望む声は根強い。その中で，白山神社の大祭で御陣乗太鼓を奉納

する「名舟大祭」は，規模を縮小しながら災害後も継続している。また，里・小田屋・

尊利地・忍・東山の 5 集落による「水無月祭り」は昨年，里で 2 年ぶりに再開され，集

落内外から人が集まり，被災したキリコを組み直して巡行が再開され，集落の伝統行

事が復活した。こうした集落行事の継続や復活は，一時的な賑わいにとどまらず，そこ

で生じるエネルギーを復興に向けた持続的な活動へとつなげていくことが重要である。 

このように，農地の管理や農作業，祭りの継続・再開といった動きは，自宅跡地や墓

地の維持管理とあわせて，集落との関係性をつなぎとめる重要な要素であり，コミュ

ニティの持続に向けた一つの可能性として捉えられる。 

 

4.住宅再建とコミュニティの持続を支える支援のあり方 

以上のように，農や集落行事の継続・再開などを通じてコミュニティの持続に向け

た兆しがみられる一方，災害危険区域の制約や日常生活の不便さといった要因も重な

り，集落で暮らし続けることが困難な状況にある。住宅再建は，世帯ごとの事情に応じ

た極めて個別性の高い課題であるが，その選択や進捗は結果として集落の持続性に影

響を与え，コミュニティの存続と密接に関係している。従って，今後の支援のあり方と

しては，住宅再建を個別の問題としてのみ捉えるのではなく，コミュニティの維持と

一体的に検討する必要がある。個々の再建意向や復旧の動きを共有し，集落全体の動

きへとつなげるための場づくりが求められており，こうした場をどのようにつくって

いくかが今後の課題である。 
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災害復興期における農業経営とコミュニティの再編  

Reorgan iza t ion  o f  Fa rm Man agem ent  and  Community  dur ing  the Disast e r  

Recovery  Per iod  

 

〇山下良平 *，柴田  祐 **，斎尾直子 ***  

Ryoh e i  YAM ASHI TA ,  Yu  SHI BATA,  Naoko  SAI O  

 

1.  はじめに  

輪島市南志見地区では，令和 6 年能登

半島地震及び同年 9 月奥能登豪雨で甚大

な農地被害を受けた（ Fig .1）。被害程度が

深刻であることから農地復旧の途上であ

り（ Fig .2），圃場整備を伴う復旧と合わせ

て持続的な担い手の確立が急務である。  

復興に際して公営住宅が多く建設され

る予定であるなど，新しいコミュニティ

の中心的な位置づけになるであろう里町

集落には，災害前から農地集積の担い手

となっていた営農組合が存在する。個別

農家が離農する際には営農組合に計画的

に農地を貸し付ける方針があったが，災

害によって多くの個別農家が離村したこ

とから，生産・景観・防災などの観点か

ら改めて地域農業の存立構造を見直す必

要が生じている。  

農地の受け皿となる営農組合を維持す

るための所得確保のためには，元来狭隘

な農地条件である当該地域においては農

地流動化と経営多角化が不可欠である。

他方で，先行研究では，個別経営中心の

農業構造から組織経営体中心の経営合理

化は，その組織の中核と一般構成員との

結び付きを弱める可能性が示唆されてい

る 1 )， 2 )。これは，農業の再編とともに生

活の場の再編が並行して進められる被災

*石川県立大学生物資源環境学部  F a c u l t y  o f  B i o - r e s o u r c e s  a n d  E n v i r o n m e n t a l  S c i e n c e s ,  

I s h i k a w a  P r e f e c t u r a l  U n i v e r s i t y．  

**熊本県立大学環境共生学部  F a c u l t y  o f  E n v i r o n m e n t a l  &  S y m b i o t i c  S c i e n c e s ,  U n i v e r s i t y  o f  

K u m a m o t o．  

** *東京科学大学環境・社会理工学院  S c h o o l  o f  E n v i ro n m e n t  a n d  S o c i e t y ,  S c i e n c e  T o k y o．  

キーワード：令和 6年能登半島地震，農業経営，コミュニティ  

 

F i g . 1 南志見地区の主要な農地分布と

地震・豪雨による被害箇所 (ポイント )  

ソース：石川 県土地 改良 事業団 体連 合会

農地・ 農業施 設情 報シス テム  

 

F i g . 2 農地復旧状況 ( 2 0 2 6 / 0 4 筆者撮影 )  
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地の南志見地区では，復興後のコミュニティに影響する重要な論点である。  

本報告では，中核的な営農組合への聞き取りをもとに，被災後の経営戦略

と新たなコミュニティ形成の条件を検討する。  

 

2.  営農組合の概要と地域農業組織化の経緯  

筆者らは発災後から継続的に南志見地区の復興支援に関わっており，営農

組合に対する最初の調査は 2025 年 10 月である。元行政職員である組織代表

者の男性（調査時点で 76 歳）は，地域産業や農林水産政策に詳しく，約 18

年前に集落営農の組織化を提案したが，当時は個別農家による所有地への執

着が強く，一度は頓挫した。その後，地域農業の趨勢を見ながらコロナ禍直

前に再提案をし，営農組合結成に至った。  

地区内の里町営農組合の構成員は 20 名弱（ 2025 年時点）であり，里町集

落内居住者が中心となっている。周辺集落からも参加があるが，全構成員が

南志見地区内の住民である。中心的な構成員 6 名は，70 歳代 2 名， 60 歳代 1

名， 50 歳代 1 名， 40 歳代 2 名である。災害前はこの 6 名で集落内農地面積

19ha の約半分にあたる 8ha を管理していた。  

圃場整備が部分的に完了した 2023 年から 4ha の作付け・収穫を行ったが，

その年度末に能登半島地震，そして応急復旧で引き続き作付けをした 2024 年

の収穫直後に豪雨災害にあった。復旧のうえで 2026 年から再度 4ha 強の経営

面積を見込んでいる。  

 

3.  課題と展望  

目下の課題は，集落内と南志見地区内集落間連携に大別される。  

まず集落内の課題は，60 人以上の地権者との交渉である。この問題は全国

的にも一般化されているが，南志見地区の場合は地震後に農地地権者の約 3

割が離村した。発災後は継続して地権者との権利交渉を行ってきたが，極め

て高い負荷がかかる作業となっている。売買の交渉は難航する場合もあり，

集積が停滞することが危惧される。  

他方，周辺集落を含んだ横断的な課題としては，山間部を含む広域で農地

の被害が大きく，中核的な担い手が存在していない集落の農地管理について，

見通しが全く立っていないことである。農地の荒廃は災害のリスクを高める

だけでなく，地震後に急増していると言われる野生動物の出没を助長する要

因となる。これまでは明確な集落連携の形をとっていなかったが，生活環境

の復旧復興に併せて新たな地域農業体系を確立することが急務である。  
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世界農業遺産「能登の里山里海」の構成要素・白米千枚田の  

復旧状況からみた伝統技術継承の意義と必要な支援  
The S igni f i cance  o f  Preserv ing  Tradi t ional  Techniques  and  the  Necessary  

Suppor t ,  as  Seen  Through the  Res torat ion  S ta tus  o f  Shir oyone  Senmaida,  a  

Component  o f  the  Global ly  Impor tant  Agr icul tural  Her i tage  Sys t em (GIAHS)  

“Noto  Satoyama Satoumi”  
 

〇内川  義行 * 佐藤  壮真 * * 広田  純一 * * *  

Yo sh i yu k i  U C HI KAWA  S o u ma  S ATO U  Ju n i ch i  HIRO TA  

 

1.  GIAHS の構成要素としての白米千枚田  

2011 年に「能登の里山里海」が世界農業遺産（ GIAHS）に認定され，石川

県輪島市・白米千枚田はその象徴的存在として構成要素に位置付けられた。

日本海に面した海岸段丘が地すべりを起こした斜面に極めて狭小な区画が連

なる棚田での耕作は人力作業が中心で，保全団体の白米千枚田愛耕会（以下、

愛耕会）やボランティアによって維持されてきた。  

農地ゆえに 2024 年の地震及び豪雨災害後は農業復興の象徴的存在として

とりあげられることもあるが，輪島市は早く (1970 年代 )からこれを観光資源

として保全してきた。一方，ここでは白米千枚田を単なる観光資源として扱

うのではなく，愛耕会の農地復旧作業の実態から見えてきた伝統農法（伝統

的農業土木災害復旧技術を含む）の継承と，耕作継続のもつ意義に着目し，

そこにこそ世界農業遺産としての価値を再検討する視点があること，またそ

こで求められる支援の内容について考察したい。  

2.  白米千枚田の被害と対応  

2024 年 1 月に発生した能登半島地震により農地の各区画には亀裂や不陸が

生じた（ Fig .1）。また耕作者も被災したため，耕作作業自体も継続が困難とな

った。農地復旧については災害復旧

事業の対象となり，施工業者に工事

発注されたものの，文化財ゆえ区画

の原形を保持することが目指された

ため，農地復旧のほとんどは愛耕会

会員が作業者として雇用され，彼ら

の手作業により実施しされている。

2024 年中に一部区画（約 120 区画と

公表）で作付，収穫されたが同年 9 月

の豪雨で再び法面崩壊や土砂堆積な

どの被害を受けた。区画のみならず，

頭首工も大規模な土砂堆積を受け，

仮設での用水供給となっている。  

*信州大学学術研究院（農学系） A c a d e m i c  A s s e m b l y ,  S h i n s h u  U n i v e r s i t y  
* *長野県上伊那地域振興局  K a m i i n a  R e g i o n a l  P r o m o t i o n  B u r e a u ,  N a g a n o  P r e f e c t u r e  
* * * N P O法人いわて地域づくり支援センター  I w a t e  C o m m u n i t y  D e v e l o p m e n t  S u p p o r t  C e n t e r  

( N P O ) キーワード：世界農業遺産 ,白米千枚田 ,令和 6年能登半島災害，伝統技術継承  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

F i g . 1 2 0 2 4（ R 6）年の地震と豪雨による  

白米千枚田の農地被害の概況  

(石川県作成資料より自作 )  
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3.  保全団体「愛耕会」による復旧作業にみる伝統技術  

被災前（ 2023 年）の時点では愛耕会の他にも 3 団体と個人耕作者 3 名が耕

作活動を行っていたが，被災後は愛耕会のみとなった。当然ながら愛耕会会

員の多くも被災したため，農地復旧や耕作準備等の作業は困難を極めた。金

沢市等の避難地から通われる方も少なくない中，クラウドファンディング等

も行い，これを支える体制を独自に整え対応した 1）。  

一方，被災した農地の復旧は先述の通り，彼らの技術と協力なくしては対

応できなかった。元来，地すべり地域での耕作技術として畦畔の再築立や，

区画の分割・統合，亀裂修復や不陸均平など，当地ならではの技が日常的に

培われており 2），復旧においてはこの伝統技術が大きく活かされた。これら

はすべて人力による手作業であると同時に経年の繰返しによる熟練が求めら

れるため，短期ボランティアによる代替は非常に難しい。単純に人手があれ

ば良いということにはならない。  

白米千枚田の区画は日常的にもこのようにある種，順応的ともよべる形で

区画を形成・維持してきたため，区画数も常時わずかに変動しながらも動的

平衡状態として区画や景観が保たれてきたといえるだろう。  

4.  世界農業遺産（ GIAHS）における伝統技術継承支援の課題  

Fig .2 に愛耕会会員の居住地別の人数と被災後の作業参加人数の推移を示

した。事務局の努力によりその数は微増しているように見えるが，2025 年 11

月時点で，地元（南志見地区内）の自宅から通うものはわずかに 3 名で多く

は市内の仮設住宅や市外か

らの参加である。また常時

作業者は 5-6 名なのが実状

で平均年齢も 70 歳を超え，

次世代への技術および耕作

継承が大いに危ぶまれる。  

当該地の耕作技術（農業

土木的内容を多く含む）は，

今後の被災時対応，近隣や

類似する地域にも極めて有

効な価値を有することが，

図らずも今被災により示さ

れた。この点を強く認識し，

その持続支援にこそ留意し

た対策が強く求められる。  
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F i g . 2 愛耕会会員の居住地別人数の推移  
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